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金融商品取引法第六章の二の規定による課徴金に関する内閣府令等の一部を改正す

る内閣府令の概要 

Ⅰ 金融商品取引法第六章の二の規定による課徴金に関する内閣府令の一部改正 

１．課徴金の対象の追加に伴う改正 

   金融商品取引法（以下「法」という。）改正により、情報伝達・取引推奨行為を行った者を

課徴金の対象とすることとした。これに伴い、仲介関連業務又は募集等業務に関して情報伝

達・取引推奨行為が行われた場合の課徴金額の計算に必要な、「仲介関連業務の対価の額に相

当する額」等の内容等を定める（第１条の 24、第１条の 25、第１条の 26）。 

２．「自己以外の者の計算」による違反行為に対する課徴金額の計算方法の改正 

   法改正により、運用対象財産の運用として、自己以外の者の計算において不公正取引をし

た者に賦課される課徴金額を引き上げることとした。これに伴い、自己以外の者の計算で不

公正取引が行われた場合の課徴金額の計算に必要な、資産運用業者の業務の種類ごとの「運

用対象財産」及び「運用の対価に相当する額」の内容等を定める（第１条の 10、第１条の 13、

第１条の 16、第１条の 19、第１条の 21）。 

Ⅱ 有価証券の取引等の規制に関する内閣府令等の一部改正 

１．公開買付け等事実の情報受領者に係るインサイダー取引規制の適用除外 

法改正により、他者の公開買付け等の実施に関する事実の伝達を受けた者が、自ら公開買

付けを行うに際して、当該事実を公開買付開始公告において明らかにし、かつ、当該事実を

記載した公開買付届出書が公衆縦覧に供された場合は、インサイダー取引規制の適用除外と

なることとした。これに伴い、当該事実の内容として公開買付届出書に記載すべき具体的内

容を定める（第 62条の２）。 

２．重要事実の軽微基準及び重要基準 

法改正により、投資法人の発行する投資証券等の取引にインサイダー取引規制を導入する

こととし、投資法人及び資産運用会社に関する重要事実を定めた。これに伴い、各決定事実

及び発生事実に関して類型的に投資判断に及ぼす影響が軽微なものを定める軽微基準並びに

決算情報に係る重要事実に関して類型的に投資者の投資判断に及ぼす影響が重要なものを定

める重要基準の内容を定める（第 55 条の２、第 55 条の３、第 55 条の４、第 55 条の５、第

55 条の６、第 55 条の７）。 

３．特定関係法人の範囲 

法改正により、投資法人の発行する投資証券等の取引に関するインサイダー取引規制の対

象となる会社関係者の範囲に特定関係法人（いわゆるスポンサー）の役職員等を追加するこ

ととした。このうち、資産運用会社の利害関係人等について、「特定資産の価値に重大な影響

を及ぼす取引」を行った場合に特定関係法人に該当するとされているところ、当該取引の具

体的内容を定める（第 55条の７）。 
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４．持投資口会に対するインサイダー取引規制の適用除外 

投資法人の発行する投資証券等の取引のうち、投資法人の資産運用会社及び特定関係法人

の役員又は従業員が行う一定の類型のもの（持投資口会に係る取引）を株式会社における持

株会と同様に一定の類型に限りインサイダー取引規制等の適用除外とする（第 30条第１項第

６号の２、第 59 条第１項第８号の２、第 63条第１項第８号の２）。 

Ⅲ 特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令の一部改正 

特定有価証券について臨時報告書の提出が必要な場合として、新たに「投資法人の合併の決

定」があった場合を加えるなど、特定有価証券の臨時報告書に係る整備を行う（第 29 条）。 

Ⅳ 金融商品取引法第二条に規定する定義に関する内閣府令の改正 

出資対象事業に係る収益の配当等を受領する権利から除かれるものとして持投資口会に係る

権利を追加する（第７条第１項第２号の２）。 

Ⅴ 投資信託及び投資法人に関する法律施行規則の改正 

１．規約の記載事項の細目の追加 

投資法人が資産を主として不動産等資産に対する投資として運用することを目的とする場

合は、その旨を記載事項とする(第 105 条)。 

２．資産運用会社の利害関係人等の範囲の追加 

法改正により、インサイダー取引規制の対象となる会社関係者の範囲に特定関係法人（い

わゆるスポンサー）の役職員等を追加することとした。これに伴い、資産運用会社の利害関

係人等の範囲を見直し、資産運用会社の主要株主を利害関係人等の範囲に追加する（第 244

条の３）。 

Ⅵ 金融商品取引業等に関する内閣府令の改正 

１．金融商品取引業者の禁止行為の追加 

金融商品取引業者等が、法人関係情報に基づいて顧客に売買等をすることを勧めつつ、当

該有価証券の売買等を顧客に対して勧誘する行為を禁止行為とする（第 117 条１項 14 号）。 

２．契約締結前交付書面の記載事項の追加 

金融商品取引業者等が事業型出資対象事業持分（事業型ファンド持分）の販売を行う際に

顧客にあらかじめ交付する契約締結前書面において、ファンドの資金の流れ等を記載事項と

する（第 86 条、第 88 条、第 92 条の２）。 

３．事業報告書記載事項の追加 

事業報告書において、金融商品取引業者が販売を行ったファンドの一覧及び各ファンド別

の詳細等を記載事項とする（別紙様式第 12号）。 
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Ⅶ 保険業法施行規則の一部改正 

保険業法改正により、従来、保険会社の業務運営に関する措置として求めていた運用実績連

動型保険契約に係る運用報告書の作成・交付について、保険会社に対する行為規制として直接

義務付けることとした。 

これに伴い、運用実績連動型保険契約に係る運用報告書の記載事項等について、保険業法第

100 条の５に基づく保険業法施行規則に規定し直す（第 53条、第 54条の４、第 54条の５）。 

Ⅷ 信託業法施行規則の一部改正 

信託業法改正により、一定の場合には計算期間より短い期間ごとに信託財産状況報告書の交

付を行うことが可能となった。これに伴い、年金基金が顧客である場合には、四半期毎に信託

財産状況報告書の交付を行うこととする等その具体的な内容を定める(第 37 条の２)。 

Ⅸ 金融庁組織規則の一部改正 

  法改正により、官公署への照会権限を追加することとしたことに伴い、所要の規定の整備を

行う（第 13 条、第 14 条、第 15 条、第 15 条の２）。 


